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「（仮称）箕面市手話言語条例」及び「（仮称）箕面市障害者情報コミュニケーシ

ョン促進条例」の制定に向けたパブリックコメントの実施について（案）

（１）議論の経緯

・Ｈ２９：「（仮称）箕面市手話言語及び多様な意思疎通のための手段の利用促

進条例」（素案）についてパブリックコメントを実施したところ、「条

例を２本化すべき」「条例の表現がわかりにくい」「内容が不十分」等

の意見が多数寄せられた。

・Ｈ３０～Ｒ２：条例を１本のままとするのか、２本に分割するのか、箕面市

障害者市民施策推進協議会・条例部会でも意見が分かれ、議論を継続

した。最終的に、２本化で検討の方向性となった。

・Ｒ３：条例部会で２本化の条例案を提示し、意見聴取を行った。

・Ｒ４：意見を受けた修正案を提示し、意見調整を行った。

・Ｒ５：追加の意見を受けた再修正案を提示し、意見調整を行った。

（２）おもな意見の反映状況

意見 反映状況

条例を２本化し、手話言語

条例を独立させること

反映

条例の見直し年限を記載す

ること

法定の障害福祉計画改定と併せて必要な見

直しを行うこととし、３年毎の見直しを担保

具体施策を検討する協議会

を条例設置すること

障推協・条例部会を継続開催することで、具

体施策を検討する場を担保

手話言語条例で「ろう者」を

主とした表記にすること

反映

手話通訳・要約筆記につい

て、「意思疎通支援」の中で

も具体に表記すること

反映

市独自の「手話の日」を記載

すること

市独自ではなく、より効果的な国連「手話言

語の国際デー」を記載し、周知啓発を推進

表現をわかりやすくし、具

体的に記載すること

反映
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（３）パブリックコメントの実施及び今後のスケジュール（案）

・７月： 障害者市民施策推進協議会にて状況報告

・８月： パブリックコメント実施

保健医療福祉総合審議会にて状況報告

・９月： パブリックコメント意見整理

障害者市民施策推進協議会・条例部会にて条例修正案協議

障害者市民施策推進協議会にて状況報告

・10 月： 保健医療福祉総合審議会にて状況報告

政策決定会議にて条例案決定

・11 月： 議案提出

（４）条例施行後のスケジュール（案）

・１月： 条例施行

・２月： 広報紙掲載

・３月： 関連事業予算議決

・９月： 周知イベント（９／２３手話言語の国際デーと関連づけ）

※随時、障害者市民施策推進協議会・条例部会を開催し、周知広報のありかた

の協議や関連事業の実施状況の共有等を行う。

（添付資料リスト）

説明資料

・資料Ａ： 条例検討の議論の経緯

・資料Ｂ： 条例２本化による比較表

パブリックコメント資料一式（案）

・資料１： パブリックコメント手続実施要項

・資料２： 「（仮称）箕面市手話言語条例」及び「（仮称）箕面市障害者情報コ

ミュニケーション促進条例」の制定検討にかかる経緯について

・資料３： 「（仮称）箕面市手話言語条例」（素案）の考え方について

・資料４： 「（仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション促進条例」（素案）

の考え方について

・資料５： （仮称）箕面市手話言語条例（素案）

・資料６： （仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション促進条例（素案）



H30年度 R1年度 R2年度

箕面市障害者市民施策推進協議会・条例部会での条例検討の議論の経緯
検討事項：「（仮称）箕面市手話言語条例」及び「（仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション促進条例」の制定に向けた検討

H29年度H28年度

条例部会立上げ

・条例部会立上げ

・関係団体に意見聴取

Ｒ５．７．２０ 政策調整会議 説明資料 
健康福祉部 障害福祉室

資料Ａ 

１本の条例でパブリックコメントを実施 条例の１本化／２本化について検討・協議 条例の２本化を検討

R3年度 R4年度

条例案の検討

・条例の１本化／２
　本化について
・各自治体の条例の
　比較
・条文構成の比較
　（混合型、役割分
　　担型、並列型）
・他自治体の手話言
　語条例の特徴の確
　認

条例案の検討

・他自治体の手話言語
　条例と箕面市案との
　比較
・箕面市案に必要な点
　の検討
・条例を２本化で検討
　する方向性となる

（R2.11）

部会の検討継続

・条例構成（１本化／
　２本化）等について、
　まだ意見がまとまら
　ないため、当事者を
　含め多くの方が納得
　するまで部会での議
　論を継続していく方
　針とした

条例案の検討・
パブリックコメント

・パブリックコメント
　について、箕面市保
　健医療福祉総合審議
　会で報告

・パブリックコメント
　実施(９月)

・「分かりづらい」
　「条例の２本化」
　「検討・協議の場」
　「施策の充実」
　等の意見が見られた

条例案の検討

・条例の２本化案（分
　割案）の内容を提示、
　意見交換　（R4.3）

条例案の検討

・条例の２本化案（分
　割案）に対する意見
　をふまえた、修正案
　の提示、意見交換

（R4.6、R4.7）

・「情報コミュニケー
　ション法」の制定
　（R4.5）をふまえた
　整理
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条例２本化による比較表
（仮称）箕面市手話言語及び

多様な意思疎通のための手段の利用促進条例
（仮称）箕面市手話言語条例（素案） （仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション

促進条例（素案）

目次

前文

第一章 総則（第一条―第八条）

第二章 手話の利用環境の整備等（第九条―第十五条）

第三章 意思疎通手段の利用環境の整備等（第十六条―第二十

二条）

第四章 雑則（第二十三条）

附則

目次

前文

第一章 総則（第一条―第八条）

第二章 手話の利用環境の整備等（第九条―第十一条）

第三章 雑則（第十二条）

附則

目次

前文

第一章 総則（第一条―第八条）

第二章 意思疎通手段の利用環境の整備等（第九条―第十五条）

第三章 雑則（第十六条）

附則

手話は言語である

手話は、音声ではなく手や指、体などの動きや顔の表情を使う

独自の語彙や文法体系を持つ言語である。手話を使うろう者にと

って、手話は、聞こえる人たちの音声言語と同様に、大切な意思

疎通のための手段である。

しかしながら、手話は、過去にろう学校において使用が禁止さ

れる等、ろう者にとって必要な言語として認められてこなかった

長い歴史がある。そのため、ろう者にとっては、自らの言語で意

思疎通を図ることができないなど、日常生活や社会生活を営む上

で様々な困難を余儀なくされてきた。

我が国が批准した障害者の権利に関する条約（平成二十六年条

約第一号）において、「「言語」とは、音声言語及び手話その他の

形態の非音声言語をいう。」と定義された。これにより、手話は

言語であることが、国内外で広く認められることとなった。

箕面市は、ろう者が日常生活や社会生活を営む上で大切な言語

である手話に対する市民の理解を深め、ろう者があらゆる機会で

手話を使用し、意思疎通を図ることができる社会の実現に努める

ものとする。

手話は言語である

手話は、音声ではなく手や指、体などの動きや顔の表情を使う

独自の語彙や文法体系を持つ言語である。手話を使うろう者にと

って、手話は、聞こえる人たちの音声言語と同様に、大切な意思

疎通のための手段である。

しかしながら、手話は、過去にろう学校において使用が禁止さ

れる等、ろう者にとって必要な言語として認められてこなかった

長い歴史がある。そのため、ろう者にとっては、自らの言語で意

思疎通を図ることができないなど、日常生活や社会生活を営む上

で様々な困難を余儀なくされてきた。

我が国が批准した障害者の権利に関する条約（平成二十六年条

約第一号）において、「「言語」とは、音声言語及び手話その他の

形態の非音声言語をいう。」と定義された。これにより、手話は

言語であることが、国内外で広く認められることとなった。

箕面市は、ろう者が日常生活や社会生活を営む上で大切な言語

である手話に対する市民の理解を深め、ろう者があらゆる機会で

手話を使用し、意思疎通を図ることができる社会を目指し、この

条例を制定するものである。

障害者の意思疎通を促進する

手話以外の多様な意思疎通のための手段を利用する人にとっ

て、手話と同様、当該手段は、欠かすことのできないものであ

る。

しかし、身体障害、知的障害、発達障害を含む精神障害その他心

身の機能の障害の特性に応じた多様な意思疎通のための手段があ

ることに対する周囲の理解は十分でなく、その選択の機会は十分

に確保されておらず、多くの障害者は、不便や不安を感じながら

生活している。

障害者の情報取得及び意思疎通を促進する

障害者は、視覚障害、聴覚障害及び言語機能又は音声機能の障

害等を含む身体障害並びに知的障害並びに発達障害を含む精神障

害等の特性に応じ、多様な意思疎通のための手段を必要としてい

るが、そのことに対する周囲の理解は十分でなく、選択の機会は

十分に確保されておらず、多くの障害者は、不便や不安を感じな

がら生活している。

Ｒ５．７．２０ 政策調整会議 説明資料

健康福祉部 障害福祉室

資料Ｂ
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（仮称）箕面市手話言語及び

多様な意思疎通のための手段の利用促進条例
（仮称）箕面市手話言語条例（素案） （仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション

促進条例（素案）

我が国では、障害者の権利に関する条約の趣旨に沿った障害者

施策の推進を図るため、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十

四号）において、「全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含

む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確

保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての

選択の機会の拡大が図られること。」と規定された。

箕面市は、全ての人々が支え合い、共に生き、共に暮らす社会

こそが当たり前の社会であるというノーマライゼーションのまち

づくりを推進している。この理念に基づき、障害の有無にかかわ

らず、全ての人が当たり前に、自らが望む意思疎通のための手段

の選択の機会が確保され、日常生活又は社会生活の中で情報を取

得し、利用し、また、意思疎通を図ることができる社会を目指

し、この条例を制定するものである。

我が国では、障害者の権利に関する条約の趣旨に沿った障害者

施策の推進を図るため、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十

四号）において、「全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含

む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確

保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての

選択の機会の拡大が図られること。」と規定された。

箕面市は、全ての人々が支え合い、共に生き、共に暮らす社会

こそが当たり前の社会であるというノーマライゼーションのまち

づくりを推進している。この理念に基づき、障害の有無にかかわ

らず、全ての人が当たり前に、自らが望む意思疎通のための手段

の選択の機会が確保され、日常生活又は社会生活の中で情報を取

得し、利用し、また、意思疎通を図ることができる社会を目指

し、この条例を制定するものである。

第一章 総則 第一章 総則 第一章 総則

（目的）

第一条 この条例は、手話及び手話以外の障害の特性に応じた意

思疎通のための手段についての基本理念を定め、市の責務並び

に市民及び事業者等の役割を明らかにすることで、それぞれが

障害者にとっての意思疎通に関する社会的障壁の除去に努め、

障害者にとって障害の特性に応じた意思疎通のための手段を利

用しやすい環境を構築し、もって全ての人々が支え合い、共に

生き、共に暮らす地域社会を実現することを目的とする。

（目的）

第一条 この条例は、手話への理解の促進及び手話の普及に関

し、基本理念を定め、本市の責務並びに市民及び事業者の役割

を明らかにするとともに、手話に関する施策の基本的事項を定

めることにより、手話に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図り、もって全ての人々が支え合い、共に生き、共に暮らす

地域社会を実現することを目的とする。

（目的）

第一条 この条例は、障害の特性に応じた意思疎通のための手段

についての基本理念を定め、市の責務並びに市民及び事業者等

の役割を明らかにすることで、それぞれが障害者の意思疎通に

関する社会的障壁の除去に努め、障害の特性に応じた意思疎通

のための手段を利用しやすい環境を構築し、もって全ての人々

が支え合い、共に生き、共に暮らす地域社会を実現することを

目的とする。

（定義）

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含

む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称す

る。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的

に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるも

のをいう。

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活

を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣

行、観念その他一切のものをいう。

三 ろう者 手話を言語として日常生活又は社会生活を営む聴

覚障害者をいう。

四 意思疎通手段 言語（音声言語及び手話以外の非音声言語

をいう。）、文字の表示、点字、触覚を使った意思疎通、拡大

文字、利用しやすいマルチメディア並びに筆記、音声、平易

な言葉、朗読その他の補助的及び代替的な意思疎通の形態、

（定義）

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。

一 ろう者 手話を言語として日常生活又は社会生活を営む聴

覚障害者をいう。

（定義）

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含

む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称す

る。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的

に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるも

のをいう。

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活

を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣

行、観念その他一切のものをいう。

三 意思疎通手段 手話、要約筆記等の文字の表示、筆談、点

字、拡大文字、音声、朗読、代読、代筆、触覚を使った意思

疎通、平易な言葉、その他障害者が日常生活及び社会生活に

おいて使用する意思疎通の手段をいう。
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（仮称）箕面市手話言語及び

多様な意思疎通のための手段の利用促進条例
（仮称）箕面市手話言語条例（素案） （仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション

促進条例（素案）

手段及び様式 （利用しやすい情報通信機器を含む。）をい

う。

五 事業者等 市内に事務所又は事業所を有し、事業を行う個

人及び法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。)を

いう。

六 学校等 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一

条に規定する学校、同法第百二十四条に規定する専修学校

（高等課程を置くものに限る。）、児童福祉法（昭和二十二年

法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する保育所、就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第六項に規

定する認定こども園及び子ども・子育て支援法（平成二十四

年法律第六十五号）第七条第五項に規定する地域型保育事業

を行う事業所をいう。

七 合理的な配慮 障害者が他の者との平等を基礎として全て

の人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保す

るための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合

において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は

過度の負担を課さないものをいう。

八 意思疎通支援者 手話通訳者、要約筆記者、点訳者、音訳

者、盲ろう者向け通訳・介助員その他障害の特性に応じた意

思疎通のための手段を用いて障害者の意思疎通を支援する者

をいう。

九 災害 災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三

号）第二条第一号に規定する災害をいう。

二 事業者等 市内に事務所又は事業所を有し、事業を行う個

人及び法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。)を

いう。

三 学校等 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一

条に規定する学校、同法第百二十四条に規定する専修学校

（高等課程を置くものに限る。）、児童福祉法（昭和二十二年

法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する保育所、就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第六項に規

定する認定こども園及び子ども・子育て支援法（平成二十四

年法律第六十五号）第七条第五項に規定する地域型保育事業

を行う事業所をいう。

四 合理的な配慮 障害者が他の者との平等を基礎として全て

の人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保す

るための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合

において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は

過度の負担を課さないものをいう。

四 事業者等 市内に事務所又は事業所を有し、事業を行う個

人及び法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。)を

いう。

五 学校等 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一

条に規定する学校、同法第百二十四条に規定する専修学校

（高等課程を置くものに限る。）、児童福祉法（昭和二十二年

法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する保育所、就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第六項に規

定する認定こども園及び子ども・子育て支援法（平成二十四

年法律第六十五号）第七条第五項に規定する地域型保育事業

を行う事業所をいう。

六 合理的な配慮 障害者が他の者との平等を基礎として全て

の人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保す

るための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合

において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は

過度の負担を課さないものをいう。

七 意思疎通支援者 手話通訳者、要約筆記者、点訳者、音訳

者、盲ろう者向け通訳・介助員、代読代筆者その他障害の特

性に応じた意思疎通のための手段を用いて障害者の意思疎通

を支援する者をいう。

八 災害 災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三

号）第二条第一号に規定する災害をいう。

（基本理念）

第三条 手話及び意思疎通手段の選択と利用の機会の確保は、障

害の有無にかかわらず相互の違いを理解し、その個性と人格と

を互いに尊重することを基本として行われなければならない。

２ 手話及び意思疎通手段を利用する人が有している障害の特性

に応じて意思疎通を円滑に図る権利は、最大限尊重されなけれ

ばならない。

３ 手話の普及は、手話が独自の言語体系と歴史的背景を有する

文化的所産であると理解されることを基本として行われなけれ

ばならない。

（基本理念）

第三条 手話の利用機会の確保は、市民が障害の有無にかかわら

ず相互の違いを理解し、その個性と人格とを互いに尊重するこ

とを基本として行われなければならない。

２ 手話を利用する人が有している障害の特性に応じて意思疎通

を円滑に図る権利は、最大限尊重されなければならない。

３ 手話の普及は、手話が独自の言語体系と歴史的背景を有する

文化的所産であると理解されることを基本として行われなけれ

ばならない。

（基本理念）

第三条 意思疎通手段の選択と利用の機会の確保は、市民が障害

の有無にかかわらず相互の違いを理解し、その個性と人格とを

互いに尊重することを基本として行われなければならない。

２ 意思疎通手段を利用する人が有している障害の特性に応じて

意思疎通を円滑に図る権利は、最大限尊重されなければならな

い。

（市の責務）

第四条 市は、前条の基本理念にのっとり、次に掲げる施策を推

進するものとする。

一 手話及び意思疎通手段に対する市民及び事業者等の理解を

促進するための施策

（市の責務）

第四条 市は、前条の基本理念にのっとり、次に掲げる施策を推

進するものとする。

一 「手話言語の国際デー」等の機会を活用した、手話に対す

る市民及び事業者等の理解を促進するための施策

（市の責務）

第四条 市は、前条の基本理念にのっとり、次に掲げる施策を推

進するものとする。

一 意思疎通手段に対する市民及び事業者等の理解を促進する

ための施策
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（仮称）箕面市手話言語及び

多様な意思疎通のための手段の利用促進条例
（仮称）箕面市手話言語条例（素案） （仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション

促進条例（素案）

二 障害者が手話及び意思疎通手段を選択して利用する機会が

確保され、情報を取得し、利用することができる環境の整備

を促進する施策

三 市が主催する行事等において、意思疎通支援者の配置を進

める施策

四 災害その他非常の事態の場合において、障害者に対しその

安全を確保するため必要な情報が迅速かつ的確に伝えられる

ようにするための施策

二 ろう者が手話を選択して利用する機会が確保され、情報を

取得し、利用することができる環境の整備を促進する施策

三 市が主催する行事等において、手話通訳者の配置を進める

施策

二 障害者が意思疎通手段を選択して利用する機会が確保さ

れ、情報を取得し、利用することができる環境の整備を促進

する施策

三 市が主催する行事等において、意思疎通支援者の配置を進

める施策

四 災害その他非常の事態の場合において、障害者に対しその

安全を確保するため必要な情報が迅速かつ的確に伝えられる

ようにするための施策

（市民の役割）

第五条 市民は、次の各号に掲げる事項に努めるものとする。

一 手話及び意思疎通手段に対する理解を深めること。

二 障害者が、手話及び意思疎通手段を選択して利用する機会

が確保され、情報を取得し、利用することが、障害者の日常

生活及び社会生活にとって必要不可欠であることを理解する

こと。

三 相互に手話及び意思疎通手段を利用することを尊重するこ

と。

四 手話及び意思疎通手段の普及及び利用の促進に係る市の施

策に協力すること。

（市民の役割）

第五条 市民は、次の各号に掲げる事項に努めるものとする。

一 手話に対する理解を深めること。

二 ろう者が、手話を選択して利用する機会が確保され、情報

を取得し、利用することが、ろう者の日常生活及び社会生活

にとって必要不可欠であることを理解すること。

三 相互に手話を利用することを尊重すること。

四 手話の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力するこ

と。

（市民の役割）

第五条 市民は、次の各号に掲げる事項に努めるものとする。

一 意思疎通手段に対する理解を深めること。

二 障害者が、意思疎通手段を選択して利用する機会が確保さ

れ、情報を取得し、利用することが、障害者の日常生活及び

社会生活にとって必要不可欠であることを理解すること。

三 相互に意思疎通手段を利用することを尊重すること。

四 意思疎通手段の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力

すること。

（事業者等の役割）

第六条 事業者等は、次の各号に掲げる事項に努めるものとす

る。

一 手話及び意思疎通手段に対する理解を深めること。

二 障害者が、手話及び意思疎通手段を選択して利用する機会

が確保され、情報を取得し、利用することが、障害者の日常

生活及び社会生活にとって必要不可欠であることを理解する

こと。

三 障害者が手話及び意思疎通手段を利用できるよう、合理的

な配慮を行うこと。

四 手話及び意思疎通手段の普及及び利用の促進に係る市の施

策に協力すること。

（事業者等の役割）

第六条 事業者等は、次の各号に掲げる事項に努めるものとす

る。

一 手話に対する理解を深めること。

二 ろう者が、手話を選択して利用する機会が確保され、情報

を取得し、利用することが、ろう者の日常生活及び社会生活

にとって必要不可欠であることを理解すること。

三 ろう者が手話を利用できるよう、合理的な配慮を行うこ

と。

四 手話の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力するこ

と。

（事業者等の役割）

第六条 事業者等は、次の各号に掲げる事項に努めるものとす

る。

一 意思疎通手段に対する理解を深めること。

二 障害者が、意思疎通手段を選択して利用する機会が確保さ

れ、情報を取得し、利用することが、障害者の日常生活及び

社会生活にとって必要不可欠であることを理解すること。

三 障害者が意思疎通手段を利用できるよう、合理的な配慮を

行うこと。

四 意思疎通手段の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力

すること。

（意見の聴取）

第七条 市は、第四条各号に規定する施策の内容の検討及び見直

しに当たり、障害者並びにその他の関係者及び関係団体の意見

を聴くものとする。

（意見の聴取）

第七条 市は、市障害福祉計画等の策定又は変更の機会におい

て、第四条各号に規定する施策の内容の検討及び見直しを行う

に当たり、ろう者並びにその他の関係者及び関係団体の意見を

聴くものとする。

（意見の聴取）

第七条 市は、市障害福祉計画等の策定又は変更の機会におい

て、第四条各号に規定する施策の内容の検討及び見直しを行う

に当たり、障害者並びにその他の関係者及び関係団体の意見を

聴くものとする。

（財政上の措置）

第八条 市は、第四条各号に規定する施策を推進するため、予算

の範囲内において、必要な財政上の措置を講ずるものとする。

（財政上の措置）

第八条 市は、第四条各号に規定する施策を推進するため、予算

の範囲内において、必要な財政上の措置を講ずるものとする。

（財政上の措置）

第八条 市は、第四条各号に規定する施策を推進するため、予算

の範囲内において、必要な財政上の措置を講ずるものとする。

第二章 手話の利用環境の整備等 第二章 手話の利用環境の整備等
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（仮称）箕面市手話言語及び

多様な意思疎通のための手段の利用促進条例
（仮称）箕面市手話言語条例（素案） （仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション

促進条例（素案）

（手話を学ぶ機会の提供）

第九条 市は、市民及び事業者等が、手話に対する理解を深め、

手話を習得できる環境を整備するため、関係機関と協力し、市

民及び事業者等に手話を学ぶ機会を提供するものとする。

（手話を学ぶ機会の提供）

第九条 市は、市民及び事業者等が、手話に対する理解を深め、

手話を習得できる環境を整備するため、関係機関と協力し、市

民及び事業者等に手話を学ぶ機会を提供するものとする。

２ 市は、前項の手話を学ぶ機会を提供するにあたり、難聴者及

び中途失聴者の参加に必要な配慮を行うものとする。

（学校等による手話に対する理解の促進）

第十条 市は、学校等が手話に対する理解の促進を図る機会を提

供するため、学校等に対し、情報の提供、技術的な助言その他

必要な支援を行うものとする。

（学校等による手話に対する理解の促進）

第十条 市は、学校等が手話に対する理解の促進を図る機会を提

供するため、学校等に対し、情報の提供、技術的な助言その他

必要な支援を行うものとする。

（事業者等による手話に対する理解の促進）

第十一条 市は、事業者等が手話に対する理解の促進を図る機会

を確保するため、事業者等に対し、情報の提供、技術的な助言

その他必要な支援を行うものとする。

（事業者等による手話に対する理解の促進）

第十一条 市は、事業者等が手話に対する理解の促進を図る機会

を確保するため、事業者等に対し、情報の提供、技術的な助言

その他必要な支援を行うものとする。

（手話による情報発信等）

第十二条 市は、市が主催する不特定多数の参加者を対象とする

行事等において、手話による情報発信が必要であると市長が判

断した場合は、手話通訳者を配置するものとする。

２ 市は、ろう者が市の機関又は窓口において手続、相談等を行

うときは、手話を利用することができるよう、手話通訳者によ

る支援その他の必要な措置を講ずるものとする。

（手話による意思疎通支援）

第十三条 市は、ろう者が医療機関を受診するとき等、ろう者の

日常生活及び社会生活において手話による意思疎通の支援が必

要であると市長が判断した場合は、手話通訳者の派遣を行うも

のとする。

（手話通訳者の配置支援）

第十四条 市は、障害者団体等が主催する行事等において、当該

行事等が障害者の社会参加の促進に資するものであると市長が

判断した場合は、手話通訳者の配置を支援するものとする。

（手話通訳者の確保と養成）

第十五条 市は、関係機関と協力し、手話通訳者の確保と養成に

努めるものとする。

第三章 意思疎通手段の利用環境の整備等 第二章 意思疎通手段の利用環境の整備等

（意思疎通手段を学ぶ機会の提供）

第十六条 市は、意思疎通手段に対する理解を深め、その利用し

やすい環境を整備するため、関係機関と協力し、市民及び事業

者等に意思疎通手段を学ぶ機会を提供するよう努めるものとす

る。

（意思疎通手段を学ぶ機会の提供）

第九条 市は、意思疎通手段に対する理解を深め、その利用しや

すい環境を整備するため、関係機関と協力し、市民及び事業者

等に意思疎通手段を学ぶ機会を提供するよう努めるものとす

る。

（学校等による意思疎通手段に対する理解の促進） （学校等による意思疎通手段に対する理解の促進）
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（仮称）箕面市手話言語及び

多様な意思疎通のための手段の利用促進条例
（仮称）箕面市手話言語条例（素案） （仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション

促進条例（素案）

第十七条 市は、学校等が意思疎通手段に対する理解の促進を図

る機会を提供するため、学校等に対し、情報の提供、技術的な

助言その他必要な支援を行うものとする。

第十条 市は、学校等が意思疎通手段に対する理解の促進を図る

機会を提供するため、学校等に対し、情報の提供、技術的な助

言その他必要な支援を行うものとする。

（事業者等による意思疎通手段に対する理解の促進）

第十八条 市は、事業者等が意思疎通手段に対する理解の促進を

図る機会を確保するため、事業者等に対し、情報の提供、技術

的な助言その他必要な支援を行うものとする。

（事業者等による意思疎通手段に対する理解の促進）

第十一条 市は、事業者等が意思疎通手段に対する理解の促進を

図る機会を確保するため、事業者等に対し、情報の提供、技術

的な助言その他必要な支援を行うものとする。

（意思疎通手段による情報発信等）

第十九条 市は、市が主催する不特定多数の参加者を対象とする

行事等において、要約筆記による情報発信が必要であると市長

が判断した場合は、要約筆記者を配置するものとする。

２ 市は、市が作成する広報紙等について、点字又は音声媒体に

よる情報提供を行うものとする。

３ 市は、市が作成する個人を対象とする通知文書等について、

点字による情報提供を行うよう努めるものとする。

４ 市は、障害者が市の機関又は窓口において手続、相談等を行

うときは、障害の特性に応じた意思疎通手段を利用することが

できるよう、必要な措置を講ずるものとする。

（意思疎通手段による情報発信等）

第十二条 市は、市が主催する不特定多数の参加者を対象とする

行事等において、手話及び要約筆記等の意思疎通手段による情

報発信が必要であると市長が判断した場合は、意思疎通支援者

を配置するものとする。

２ 市は、市が作成する広報紙等について、点字又は音声媒体に

よる情報提供を行うものとする。

３ 市は、市が作成する個人を対象とする通知文書等について、

点字による情報提供を行うよう努めるものとする。

４ 市は、障害者が市の機関又は窓口において手続、相談等を行

うときは、障害の特性に応じた意思疎通手段を利用することが

できるよう、必要な措置を講ずるものとする。

（要約筆記による意思疎通支援）

第二十条 市は、障害者が医療機関を受診するとき等、障害者の

日常生活及び社会生活において要約筆記による意思疎通の支援

が必要であると市長が判断した場合は、要約筆記者の派遣を行

うものとする。

（意思疎通支援）

第十三条 市は、障害者が医療機関を受診するとき等、障害者の

日常生活及び社会生活において手話及び要約筆記等の意思疎通

の支援が必要であると市長が判断した場合は、意思疎通支援者

の派遣を行うものとする。

（要約筆記者の配置支援）

第二十一条 市は、障害者団体等が主催する行事等において、当

該行事等が障害者の社会参加の促進に資するものであると市長

が判断した場合は、要約筆記者の配置を支援するものとする。

（意思疎通支援者の配置支援）

第十四条 市は、障害者団体等が主催する行事等において、当該

行事等が障害者の社会参加の促進に資するものであると市長が

判断した場合は、手話通訳者及び要約筆記者等の意思疎通支援

者の配置を支援するものとする。

（手話通訳者以外の意思疎通支援者の確保と養成）

第二十二条 市は、関係機関と協力し、意思疎通支援者（手話通

訳者を除く。）の確保と養成に努めるものとする。

（意思疎通支援者の確保と養成）

第十五条 市は、関係機関と協力し、手話通訳者及び要約筆記者

等の意思疎通支援者の確保と養成に努めるものとする。

第四章 雑則 第三章 雑則 第三章 雑則

（委任）

第二十三条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定め

る。

（委任）

第十二条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

（委任）

第十六条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則

この条例は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

この条例は、令和 年 月 日から施行する。

附 則

この条例は、令和 年 月 日から施行する。



パブリックコメント手続実施要項
作成日：令和５年(2023 年)８月１日

案件の名称
・（仮称）箕面市手話言語条例（素案）

・（仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション促進条例（素案）

パブリックコメント手続

実施の目的

「（仮称）箕面市手話言語条例」及び「（仮称）箕面市障害者情報

コミュニケーション促進条例」の制定を検討しています。

その素案を公表し、意見を募集します。

実施部局名 健康福祉部 障害福祉室

（問い合わせ先）
障害福祉室 手帳・自立支援グループ

（電話：072-727-9506 ）

パブリックコメントの

対象となる資料

・（仮称）箕面市手話言語条例（素案）

・（仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション促進条例（素案）

参考資料

・（仮称）箕面市手話言語条例（素案）の考え方について

・（仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション促進条例（素案）の

考え方について

・制定検討にかかる経緯について

閲覧方法と閲覧場所

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

市ホームページ

（アドレス：

https://www.city.minoh.lg.jp/syougaifukushi/topics/syougaif

ukushi_r5_pabukome.html）

健康福祉部 障害福祉室 （みのおライフプラザ（総合保健

福祉センター）１階総合窓口）

行政資料コーナー （箕面市役所 別館１階 12 番窓口）

箕面市役所豊川支所、止々呂美支所

障害者福祉センターささゆり園

中央図書館・東図書館・桜ケ丘図書館・西南図書館・小野原

図書館・船場図書館、西南生涯学習センター、みのお市民

活動センター、らいとぴあ２１（萱野中央人権文化センター）

※（２）～（４）は、市役所開庁日の８時４５分から１７時１５分まで

※（５）は、各施設の開館日、開館時間中

※点訳資料は、みのおライフプラザ総合窓口で閲覧できます。

※ふりがなを付けた資料は、市ホームページまたはみのおライ

フプラザ総合窓口で閲覧できます。

意見等の提出期間
令和５年(2023 年)８月１日（火曜日）から８月３１日（木曜日）まで

（消印有効）

意見等の提出方法

次のうちいずれかの方法で提出してください。

（１）

（２）

（３）

（４）

閲覧場所の窓口への提出

郵便による送付

（住所：〒562-0014 箕面市萱野５－８－１）

ファクシミリによる送付

（ファクス番号：072-727-3539）

電子申請システム（LoGo フォーム）による

送付

LoGo フォーム

Q R コ ー ド
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※閲覧場所の窓口に意見書のひな形をご用意していますの

で、ご利用ください。

（自由な形式で提出していただいてもかまいません。）

意見等を提出

できるかた

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

本市にお住まいのかた

本市に事務所又は事業所がある事業者

本市にある事務所又は事業所に勤務しているかた

本市にある学校に在学しているかた

本市に対して納税義務を有しているかた

上記（１）から（５）に該当するかたで構成された団体

上記以外で意思疎通の支援を必要としているかた、意思疎

通の支援を行っているかたまたは団体

意見等を提出する際の

必要記載事項

（１）

（２）

（３）

意見を提出しようとする素案の名称

氏名及び住所（上記の「意見等を提出できるかた」のうち（２）

～（５）に該当するかたにあたっては名称及び所在地、（６）・

（７）に該当する団体にあっては、団体名及び団体事務局所

在地）

上記の「意見等を提出できるかた」のうち、該当する区分

提出された意見等及び

市の考え方の公表方法

「閲覧方法と閲覧場所」に記載の方法・場所で公表します。

公表期間：令和５年(2023 年)１０月下旬を予定

※意見提出者への個別回答はいたしませんのでご了承くださ

い。

備考



【パブリックコメント参考資料】

「（仮称）箕面市手話言語条例」及び「（仮称）箕面市障害者情報

コミュニケーション促進条例」の制定検討にかかる経緯について

箕面市では、障害者の意思疎通支援策として、従前から手話通訳者派遣、要約筆記者

派遣、市広報紙等の点字版・音声版による提供などの取組を進めてきましたが、より幅

広く、障害の特性に応じた意思疎通手段を利用しやすい環境づくりを進め、誰もが暮ら

しやすい地域社会をめざすため、市条例制定を検討することとしました。

このため、平成２８年度から箕面市障害者市民施策推進協議会に専門部会を設け、障

害当事者及び関係者・関係団体による検討を進めてきました。

平成２９年度には、「（仮称）箕面市手話言語及び多様な意思疎通のための手段の利用

促進条例」（素案）をとりまとめ、パブリックコメントを実施しましたが、素案に対する

意見として、「条例を２本化して、手話に関する条例と、情報コミュニケーション全般に

関する条例に分けるべき」「条例の表現がわかりにくい」「内容が不十分」等の意見が多

数寄せられました。

このため、平成３０年度以降、箕面市障害者市民施策推進協議会の専門部会における

議論を継続した結果、最終的に２本の条例に分ける方針となり、意見交換を重ねた結果、

今般、「（仮称）箕面市手話言語条例」（素案）及び「（仮称）箕面市障害者情報コミュニ

ケーション促進条例」（素案）をとりまとめ、パブリックコメントを行うこととしたもの

です。
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【パブリックコメント参考資料】

「（仮称）箕面市手話言語条例」（素案）の考え方について

手話への理解の促進及び手話の普及に関し基本理念を定め、手話に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図り、もって全ての人々が支え合い、共に生き、共に暮らす地域社会

をめざすため、本条例を制定するものである。

1 基本理念

（1）手話の利用機会の確保は、相互理解及び個性と人格の尊重を基本として行われなけ

ればならない。

（2）手話を利用する人が意思疎通を円滑に図る権利は、最大限尊重されなければならな

い。

（3）手話の普及は、手話が独自の言語体系と歴史的背景を有することの理解を基本とし

て行われなければならない。

2 市の責務

（1）市は、手話に対する市民及び事業者等の理解を促進するための施策を推進する。

（2）市は、ろう者が手話を選択して利用する機会が確保され、情報を取得し、利用する

ことができる環境の整備を促進する施策を推進する。

（3）市は、市が主催する行事等において、手話通訳者の配置を進める施策を推進する。

3 市民の役割

（1）市民は、手話に対する理解を深めるよう努める。

（2）市民は、ろう者が、手話を選択して利用する機会が確保され、情報を取得し、利用

することが、ろう者の日常生活及び社会生活にとって必要不可欠であることを理解

するよう努める。

（3）市民は、相互に手話を利用することを尊重するよう努める。

（4）市民は、手話の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力するよう努める。

4 事業者等の役割

（1）事業者等は、手話に対する理解を深めるよう努める。

（2）事業者等は、ろう者が、手話を選択して利用する機会が確保され、情報を取得し、

利用することが、ろう者の日常生活及び社会生活にとって必要不可欠であることを

理解するよう努める。

（3）事業者等は、ろう者が手話及を利用できるよう、合理的な配慮を行うよう努める。

（4）事業者等は、手話の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力するよう努める。

Ⅰ. 条例の目的

Ⅱ. （仮称）箕面市手話言語条例（素案）の概要

資料３



5 意見の聴取

（1）市は、市障害福祉計画等の策定又は変更の機会において、各施策の内容の検討及び

見直しを行うに当たり、ろう者並びにその他の関係者及び関係団体の意見を聴くも

のとする。

6 財政上の措置

(1) 市は、各施策を推進するため、予算の範囲内において、必要な財政上の措置を講ず

るものとする。

7 手話の利用環境の整備等

（1）手話を学ぶ機会の提供

（2）学校等による手話に対する理解の促進

（3）事業者等による手話に対する理解の促進

Ⅲ. スケジュール

・令和 5年 8月 パブリックコメント実施

・令和 5年 9～10 月 パブリックコメントの意見整理

条例案の修正検討、確定

・令和 5年 10 月 パブリックコメント実施結果の公表

・令和 5年 12 月 令和 5年第 4回箕面市議会定例会に条例案を提案



【パブリックコメント参考資料】

（仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション促進条例（素案）の

考え方について

障害者の意思疎通に関する社会的障壁の除去に努め、障害の特性に応じた意思疎通のた

めの手段を利用しやすい環境を構築し、もって全ての人々が支え合い、共に生き、共に暮

らす地域社会をめざすため、本条例を制定するものである。

1 基本理念

（1）意思疎通手段の利用機会の確保は、相互理解及び個性と人格の尊重を基本として行

われなければならない。

（2）意思疎通手段を利用する人が意思疎通を円滑に図る権利は、最大限尊重されなけれ

ばならない。

2 市の責務

（1）市は、意思疎通手段に対する市民及び事業者等の理解を促進するための施策を推進

する。

（2）市は、障害者が意思疎通手段を選択して利用する機会が確保され、情報を取得し、

利用することができる環境の整備を促進する施策を推進する。

（3）市は、市が主催する行事等において、意思疎通支援者の配置を進める施策を推進す

る。

（4）市は、災害その他の非常の事態の場合において、障害者に対しその安全を確保する

ための必要な情報が迅速かつ的確に伝えられるようにするための施策を推進する。

3 市民の役割

（1）市民は、意思疎通手段に対する理解を深めるよう努める。

（2）市民は、障害者が、意思疎通手段を選択して利用する機会が確保され、情報を取得

し、利用することが、障害者の日常生活及び社会生活にとって必要不可欠であるこ

とを理解するよう努める。

（3）市民は、相互に意思疎通手段を利用することを尊重するよう努める。

（4）市民は、意思疎通手段の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力するよう努める。

4 事業者等の役割

（1）事業者等は、意思疎通手段に対する理解を深めることに努める。

（2）事業者等は、障害者が、意思疎通手段を選択して利用する機会が確保され、情報を

取得し、利用することが、障害者の日常生活及び社会生活にとって必要不可欠であ

ることを理解するよう努める。

（3）事業者等は、障害者が意思疎通手段を利用できるよう、合理的な配慮を行うよう努

める。

（4）事業者等は、意思疎通手段の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力するよう努

Ⅰ. 条例の目的

Ⅱ. （仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション促進条例（素案）の概要
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める。

5 意見の聴取

（1）市は、市障害福祉計画等の策定又は変更の機会において、各施策の内容の検討及び

見直しを行うに当たり、障害者並びにその他の関係者及び関係団体の意見を聴くも

のとする。

6 財政上の措置

(1) 市は、各施策を推進するため、予算の範囲内において、必要な財政上の措置を講ず

るものとする。

7 意思疎通手段の利用環境の整備等

（1）意思疎通手段を学ぶ機会の提供

（2）学校等による意思疎通手段に対する理解の促進

（3）事業者等による意思疎通手段に対する理解の促進

（4）意思疎通手段による情報発信等

（5）手話及び要約筆記による意思疎通支援

（6）意思疎通支援者の配置支援

（7）意思疎通支援者の確保と養成

Ⅲ. スケジュール

・令和 5年 8月 パブリックコメント実施

・令和 5年 9～10 月 パブリックコメントの意見整理

条例案の修正検討、確定

・令和 5年 10 月 パブリックコメント実施結果の公表

・令和 5年 12 月 令和 5年第 4回箕面市議会定例会に条例案を提案



1

（仮称）箕面市手話言語条例（素案）

目次

前文

第一章 総則（第一条―第八条）

第二章 手話の利用環境の整備等（第九条―第十一条）

第三章 雑則（第十二条）

附則

手話は言語である

手話は、音声ではなく手や指、体などの動きや顔の表情を使う独自の語彙や文法

体系を持つ言語である。手話を使うろう者にとって、手話は、聞こえる人たちの音

声言語と同様に、大切な意思疎通のための手段である。

しかしながら、手話は、過去にろう学校において使用が禁止される等、ろう者に

とって必要な言語として認められてこなかった長い歴史がある。そのため、ろう者

にとっては、自らの言語で意思疎通を図ることができないなど、日常生活や社会生

活を営む上で様々な困難を余儀なくされてきた。

我が国が批准した障害者の権利に関する条約（平成二十六年条約第一号）におい

て、「「言語」とは、音声言語及び手話その他の形態の非音声言語をいう。」と定義

された。これにより、手話は言語であることが、国内外で広く認められることとな

った。

箕面市は、ろう者が日常生活や社会生活を営む上で大切な言語である手話に対す

る市民の理解を深め、ろう者があらゆる機会で手話を使用し、意思疎通を図ること

ができる社会を目指し、この条例を制定するものである。

第一章 総則

（目的）

第一条 この条例は、手話への理解の促進及び手話の普及に関し、基本理念を定め、

本市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにするとともに、手話に関する

施策の基本的事項を定めることにより、手話に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図り、もって全ての人々が支え合い、共に生き、共に暮らす地域社会を実

現することを目的とする。

（定義）

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると
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2

ころによる。

一 ろう者 手話を言語として日常生活又は社会生活を営む聴覚障害者をいう。

二 事業者等 市内に事務所又は事業所を有し、事業を行う個人及び法人その他

の団体（国及び地方公共団体を除く。)をいう。

三 学校等 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校、

同法第百二十四条に規定する専修学校（高等課程を置くものに限る。）、児童福

祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する保育所、

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成十八年法律第七十七号）第二条第六項に規定する認定こども園及び子ども・

子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第七条第五項に規定する地域型

保育事業を行う事業所をいう。

四 合理的な配慮 障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本

的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び

調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失

した又は過度の負担を課さないものをいう。

（基本理念）

第三条 手話の利用機会の確保は、市民が障害の有無にかかわらず相互の違いを理

解し、その個性と人格とを互いに尊重することを基本として行われなければなら

ない。

２ 手話を利用する人が有している障害の特性に応じて意思疎通を円滑に図る権

利は、最大限尊重されなければならない。

３ 手話の普及は、手話が独自の言語体系と歴史的背景を有する文化的所産である

と理解されることを基本として行われなければならない。

（市の責務）

第四条 市は、前条の基本理念にのっとり、次に掲げる施策を推進するものとする。

一 「手話言語の国際デー」等の機会を活用した、手話に対する市民及び事業者

等の理解を促進するための施策

二 ろう者が手話を選択して利用する機会が確保され、情報を取得し、利用する

ことができる環境の整備を促進する施策

三 市が主催する行事等において、手話通訳者の配置を進める施策

（市民の役割）

第五条 市民は、次の各号に掲げる事項に努めるものとする。

一 手話に対する理解を深めること。

二 ろう者が、手話を選択して利用する機会が確保され、情報を取得し、利用す

ることが、ろう者の日常生活及び社会生活にとって必要不可欠であることを理
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解すること。

三 相互に手話を利用することを尊重すること。

四 手話の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力すること。

（事業者等の役割）

第六条 事業者等は、次の各号に掲げる事項に努めるものとする。

一 手話に対する理解を深めること。

二 ろう者が、手話を選択して利用する機会が確保され、情報を取得し、利用す

ることが、ろう者の日常生活及び社会生活にとって必要不可欠であることを理

解すること。

三 ろう者が手話を利用できるよう、合理的な配慮を行うこと。

四 手話の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力すること。

（意見の聴取）

第七条 市は、市障害福祉計画等の策定又は変更の機会において、第四条各号に規

定する施策の内容の検討及び見直しを行うに当たり、ろう者並びにその他の関係

者及び関係団体の意見を聴くものとする。

（財政上の措置）

第八条 市は、第四条各号に規定する施策を推進するため、予算の範囲内において、

必要な財政上の措置を講ずるものとする。

第二章 手話の利用環境の整備等

（手話を学ぶ機会の提供）

第九条 市は、市民及び事業者等が、手話に対する理解を深め、手話を習得できる

環境を整備するため、関係機関と協力し、市民及び事業者等に手話を学ぶ機会を

提供するものとする。

２ 市は、前項の手話を学ぶ機会を提供するにあたり、難聴者及び中途失聴者の参

加に必要な配慮を行うものとする。

（学校等による手話に対する理解の促進）

第十条 市は、学校等が手話に対する理解の促進を図る機会を提供するため、学校

等に対し、情報の提供、技術的な助言その他必要な支援を行うものとする。

（事業者等による手話に対する理解の促進）

第十一条 市は、事業者等が手話に対する理解の促進を図る機会を確保するため、

事業者等に対し、情報の提供、技術的な助言その他必要な支援を行うものとする。
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第三章 雑則

（委任）

第十二条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則

この条例は、令和 年 月 日から施行する。
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（仮称）箕面市障害者情報コミュニケーション促進条例（素案）

目次

前文

第一章 総則（第一条―第八条）

第二章 意思疎通手段の利用環境の整備等（第九条―第十五条）

第三章 雑則（第十六条）

附則

障害者の情報取得及び意思疎通を促進する

障害者は、視覚障害、聴覚障害及び言語機能又は音声機能の障害等を含む身体

障害並びに知的障害並びに発達障害を含む精神障害等の特性に応じ、多様な意

思疎通のための手段を必要としているが、そのことに対する周囲の理解は十分

でなく、選択の機会は十分に確保されておらず、多くの障害者は、不便や不安を

感じながら生活している。

我が国では、障害者の権利に関する条約の趣旨に沿った障害者施策の推進を

図るため、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）において、「全て障害

者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段につい

ての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段につ

いての選択の機会の拡大が図られること。」と規定された。

箕面市は、全ての人々が支え合い、共に生き、共に暮らす社会こそが当たり前

の社会であるというノーマライゼーションのまちづくりを推進している。この

理念に基づき、障害の有無にかかわらず、全ての人が当たり前に、自らが望む意

思疎通のための手段の選択の機会が確保され、日常生活又は社会生活の中で情

報を取得し、利用し、また、意思疎通を図ることができる社会を目指し、この条

例を制定するものである。

第一章 総則

（目的）

第一条 この条例は、障害の特性に応じた意思疎通のための手段についての基

本理念を定め、市の責務並びに市民及び事業者等の役割を明らかにすること

で、それぞれが障害者の意思疎通に関する社会的障壁の除去に努め、障害の特

性に応じた意思疎通のための手段を利用しやすい環境を構築し、もって全て

資料６
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の人々が支え合い、共に生き、共に暮らす地域社会を実現することを目的とす

る。

（定義）

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心

身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び

社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状

態にあるものをいう。

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障

壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをい

う。

三 意思疎通手段 手話、要約筆記等の文字の表示、筆談、点字、拡大文字、

音声、朗読、代読、代筆、触覚を使った意思疎通、平易な言葉、その他障害

者が日常生活及び社会生活において使用する意思疎通の手段をいう。

四 事業者等 市内に事務所又は事業所を有し、事業を行う個人及び法人その

他の団体（国及び地方公共団体を除く。)をいう。

五 学校等 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学

校、同法第百二十四条に規定する専修学校（高等課程を置くものに限る。）、

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する

保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第六項に規定する認定こども園

及び子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第七条第五項に

規定する地域型保育事業を行う事業所をいう。

六 合理的な配慮 障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基

本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更

及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均

衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。

七 意思疎通支援者 手話通訳者、要約筆記者、点訳者、音訳者、盲ろう者向

け通訳・介助員、代読代筆者その他障害の特性に応じた意思疎通のための手

段を用いて障害者の意思疎通を支援する者をいう。

八 災害 災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第二条第一号

に規定する災害をいう。

（基本理念）
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第三条 意思疎通手段の選択と利用の機会の確保は、市民が障害の有無にかか

わらず相互の違いを理解し、その個性と人格とを互いに尊重することを基本

として行われなければならない。

２ 意思疎通手段を利用する人が有している障害の特性に応じて意思疎通を円

滑に図る権利は、最大限尊重されなければならない。

（市の責務）

第四条 市は、前条の基本理念にのっとり、次に掲げる施策を推進するものとす

る。

一 意思疎通手段に対する市民及び事業者等の理解を促進するための施策

二 障害者が意思疎通手段を選択して利用する機会が確保され、情報を取得し、

利用することができる環境の整備を促進する施策

三 市が主催する行事等において、意思疎通支援者の配置を進める施策

四 災害その他非常の事態の場合において、障害者に対しその安全を確保する

ため必要な情報が迅速かつ的確に伝えられるようにするための施策

（市民の役割）

第五条 市民は、次の各号に掲げる事項に努めるものとする。

一 意思疎通手段に対する理解を深めること。

二 障害者が、意思疎通手段を選択して利用する機会が確保され、情報を取得

し、利用することが、障害者の日常生活及び社会生活にとって必要不可欠で

あることを理解すること。

三 相互に意思疎通手段を利用することを尊重すること。

四 意思疎通手段の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力すること。

（事業者等の役割）

第六条 事業者等は、次の各号に掲げる事項に努めるものとする。

一 意思疎通手段に対する理解を深めること。

二 障害者が、意思疎通手段を選択して利用する機会が確保され、情報を取得

し、利用することが、障害者の日常生活及び社会生活にとって必要不可欠で

あることを理解すること。

三 障害者が意思疎通手段を利用できるよう、合理的な配慮を行うこと。

四 意思疎通手段の普及及び利用の促進に係る市の施策に協力すること。

（意見の聴取）

第七条 市は、市障害福祉計画等の策定又は変更の機会において、第四条各号に
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規定する施策の内容の検討及び見直しを行うに当たり、障害者並びにその他

の関係者及び関係団体の意見を聴くものとする。

（財政上の措置）

第八条 市は、第四条各号に規定する施策を推進するため、予算の範囲内におい

て、必要な財政上の措置を講ずるものとする。

第二章 意思疎通手段の利用環境の整備等

（意思疎通手段を学ぶ機会の提供）

第九条 市は、意思疎通手段に対する理解を深め、その利用しやすい環境を整備

するため、関係機関と協力し、市民及び事業者等に意思疎通手段を学ぶ機会を

提供するよう努めるものとする。

（学校等による意思疎通手段に対する理解の促進）

第十条 市は、学校等が意思疎通手段に対する理解の促進を図る機会を提供す

るため、学校等に対し、情報の提供、技術的な助言その他必要な支援を行うも

のとする。

（事業者等による意思疎通手段に対する理解の促進）

第十一条 市は、事業者等が意思疎通手段に対する理解の促進を図る機会を確

保するため、事業者等に対し、情報の提供、技術的な助言その他必要な支援を

行うものとする。

（意思疎通手段による情報発信等）

第十二条 市は、市が主催する不特定多数の参加者を対象とする行事等におい

て、手話及び要約筆記等の意思疎通手段による情報発信が必要であると市長

が判断した場合は、意思疎通支援者を配置するものとする。

２ 市は、市が作成する広報紙等について、点字又は音声媒体による情報提供を

行うものとする。

３ 市は、市が作成する個人を対象とする通知文書等について、点字による情報

提供を行うよう努めるものとする。

４ 市は、障害者が市の機関又は窓口において手続、相談等を行うときは、障害

の特性に応じた意思疎通手段を利用することができるよう、必要な措置を講

ずるものとする。



5

（意思疎通支援）

第十三条 市は、障害者が医療機関を受診するとき等、障害者の日常生活及び社

会生活において手話及び要約筆記等の意思疎通の支援が必要であると市長が

判断した場合は、意思疎通支援者の派遣を行うものとする。

（意思疎通支援者の配置支援）

第十四条 市は、障害者団体等が主催する行事等において、当該行事等が障害者

の社会参加の促進に資するものであると市長が判断した場合は、手話通訳者

及び要約筆記者等の意思疎通支援者の配置を支援するものとする。

（意思疎通支援者の確保と養成）

第十五条 市は、関係機関と協力し、手話通訳者及び要約筆記者等の意思疎通支

援者の確保と養成に努めるものとする。

第三章 雑則

（委任）

第十六条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則

この条例は、令和 年 月 日から施行する。


